
 

消費者委員会本会議（第 152 回） 
 

議 事 次 第 
 

 

平成 26 年４月８日（火）16：00～ 

消費者委員会大会議室１ 

 

 

１．開 会 

２．電気料金について（中部電力の家庭用電気料金値上げ認可申請に関する消費者庁

への意見について） 

  説明者 古城 誠 公共料金等専門調査会 

家庭用電気料金の値上げ認可申請に関する調査会座長 

３．詐欺的投資勧誘対策について 

（１）犯行ツールに関する取組の強化 

  警察庁 柴山 生活安全局生活経済対策管理官 

      世取山 刑事局捜査第二課長 

      組織犯罪対策部犯罪収益移転防止対策室担当者 

総務省 藤波 総合通信基盤局消費者行政課企画官 

    山碕 情報流通行政局郵政行政部郵便課長 

  金融庁 山本 監督局総務課国際監督室長 

  経済産業省 苗村 商務流通保安グループ商取引監督課長 

  国土交通省 自動車局貨物課担当者 

法務省 野口 民事局商事課長 

  

 （２）消費者への注意喚起及び高齢者の見守りの強化 

  消費者庁 浅田 消費者政策課長 

警察庁 柴山 生活安全局生活経済対策管理官 

      世取山 刑事局捜査第二課長 

      組織犯罪対策部犯罪収益移転防止対策室担当者 

  金融庁 八木 監督局証券課管理官 



   厚生労働省 勝又 老健局高齢者支援課認知症・虐待防止対策推進室長 

              社会・援護局地域福祉課担当者 

４．商品先物取引における不招請勧誘禁止規制について 

５．閉 会 

 

配 付 資 料 

 

資 料 １ 中部電力による家庭用電気料金値上げ認可申請に関する調査会意見につい

て 

資 料 ２－１「詐欺的投資勧誘に関する消費者問題についての建議」の実施状況報告

等において説明願いたい事項 

資 料 ２－２－１「詐欺的投資勧誘に関する消費者問題についての建議」に対する総

務省の実施状況について（総務省提出資料） 

資 料 ２－２－２ 携帯電話不正利用防止法の本人確認等について／電話受付代行

業・電話転送サービス事業を営んでいる方々へ～改正犯罪収益移転防止法の施

行と本人確認等について～（総務省提出資料） 

資 料 ２－２－３ 利用者への声掛けにより詐欺的投資勧誘に係る送金を未然に防止

できた事例（総務省提出資料） 

資 料 ２－３－１「詐欺的投資勧誘に関する消費者問題についての建議」に対する警

察庁の実施状況について（警察庁提出資料） 

資 料 ２－３－２ （警察庁提出資料①） 

資 料 ２－３－３ （警察庁提出資料②） 

資 料 ２－４－１「詐欺的投資勧誘に関する消費者問題についての建議」にかかる実

施状況の報告について（金融庁提出資料） 

資 料 ２－４－２ 金融庁や証券取引等監視委員会の職員を装った投資勧誘等にご注

意ください！／これは投資詐欺の可能性！／おしだそう！高齢者詐欺！／振り

込め詐欺等の撲滅に向けた注意喚起活動について／「家族の絆」で振り込め詐

欺を予防！／警察庁からの要請（金融庁提出資料） 

資 料 ２－５「詐欺的投資勧誘に関する消費者問題についての建議」に対する経済産

業省の実施状況の報告について（経済産業省提出資料） 



資 料 ２－６－１「詐欺的投資勧誘に関する消費者問題についての建議」に対する国

土交通省の実施状況について（国土交通省提出資料） 

資 料 ２－６－２ 消費者委員会からの確認事項に関するご報告について（国土交通省

提出資料） 

資 料 ２－７「詐欺的投資勧誘に関する消費者問題についての建議」に対する実施状

況の報告について（法務省提出資料） 

資 料 ２－８－１「詐欺的投資勧誘に関する消費者問題についての建議」に対する消

費者庁の実施状況について（消費者庁提出資料） 

資 料 ２－８－２ 高齢消費者への悪質電話対策のモデル事業の実施結果～通話録音

装置の事前警告機能で勧誘は激減、自動録音開始でデータを取得～（消費者庁

提出資料） 

資 料 ２－９－１「詐欺的投資勧誘に関する消費者問題についての建議」に対する厚

生労働省の実施状況について（厚生労働省提出資料） 

資 料 ２－９－２ 成年後見制度に係る地方自治体の取組への助成制度に関する説明

資料（厚生労働省提出資料） 

資 料 ２－９－３ 日常生活自立支援事業について（厚生労働省提出資料） 

 

参考資料 委員間打合せ概要 

 


